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教育委員会規則

第 ２ ９ 号

さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例施行規則の

一部を改正する規則
令和元年７月２５日

教育委員会規則

第 ３ ０ 号

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関す

る規則の一部を改正する規則について
令和元年１１月２５日

教育委員会規則

第 ３ １ 号

教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改正

する規則について
令和元年１１月２５日

教育委員会規則

第 ３ ２ 号

さいたま市教職員の住居手当に関する規則の一部

を改正する規則
令和元年１２月２７日

教育委員会規則

第 ３ ３ 号

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関す

る規則の一部を改正する規則
令和元年１２月２７日



さいたま市教育委員会規則第２９号 

   さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市入学準備金・奨学金貸付条例施行規則（平成１３年さいたま市教育委員

会規則第２３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （返還免除）  （返還免除） 

第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 

２ 条例第９条第２号の規定により入学準備金の返

還免除の対象となる者は、次の各号のいずれにも

該当するものとする。ただし、委員会が特別の事

情があると認めるときは、この限りではない。 

 本市の住民基本台帳に記録されている者 

 本市の市民税が課税され、これを完納してい

る者 

 条例第２条第２号に規定する大学又は同条第

３号に規定する専修学校（専門課程に限る。）

を正規の修業期間で卒業し、委員会が別に定め

る優秀な成績を修めた者 

 条例第７条の規定による返還に滞納がない者

 条例第８条の規定による返還猶予を受けてい

ない者 

３ 条例第９条第２号の規定により入学準備金の返

還を免除する額は、条例第７条本文の規定により

返還すべき額の２分の１に相当する額（ただし、

返還免除の総額が、貸付けを受けた総額の４分の

１を超えない範囲に限る。）とする。 

 （決定通知） 

第８条の２ 前条第１項の規定により申請があった

ときは、返還免除の可否について決定し、入学準

備金・奨学金返還免除決定通知書（様式第５号の

２）により、申請者に通知する。 

 （準用）  （準用） 

第１６条 第２条、第３条、第４条第２項、第６条 第１６条 第２条、第３条、第４条第２項、第６条



第２項、第７条から第８条の２まで及び第９条第

２項の規定は、奨学金について準用する。この場

合において、第８条第２項及び第３項中「第７条

」とあるのは「第１３条」と読み替えるものとす

る。 

第２項、第７条、第８条及び第９条第２項の規定

は、奨学金について準用する。 

様式第５号（第８条、第１６条関係） 様式第５号（第８条、第１６条関係） 

入学準備金・奨学金返還免除申請書 

 ［略］ 

（宛先）さいたま市教育委員会 

申請者 

        住 所 

        氏 名         

 電話番号 

借受人との関係（   ） 

連帯保証人 

住 所 

        氏 名         

 電話番号 

 ［略］ 

 ［略］ 

申 請 理 由 

□ 条例第９条第１号（

借受人の死亡による免除

） 

□ 条例第９条第２号（

返還免除制度による免除

） 

□ 条例第９条第３号（

その他の理由による免

除：        ） 

入学準備金・奨学金返還免除申請書 

 ［略］ 

（あて先）さいたま市教育委員会 

申請者 

          住 所 

          氏 名

保護者 

          住 所 

          氏 名 

連帯保証人 

住 所 

          氏 名

 ［略］ 

 ［略］ 

免 除 の 理 由 

様式第５号の次に次の１様式を加える。 



様式第５号の２（第８条の２、第１６条関係）

入学準備金・奨学金返還免除決定通知書 

年   月  日 

         様 

                                   さいたま市教育委員会         印  

印     年  月  日付け申請のありました 入学準備金・奨学金の返還免除につい

て、次のとおり通知します。 

免 除 の 可 否 １ 免除する     ２ 免除しない 

免

除

額

入 学 準 備 金                 円 

奨 学 金                円 

免 除 対 象 期 間 

免 除 し な い 理 由



   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年９月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後のさいたま市入学準備金・奨学金貸付条例施行規則第８条

第２項及び第３項並びに第１６条の規定は、この規則の施行の日以後に入学準備金

又は奨学金の貸付けの決定を受けた者について適用し、同日前に入学準備金又は奨

学金の貸付けの決定を受けた者については、なお従前の例による。 



さいたま市教育委員会規則第３０号 

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２９年さいたま市教

育委員会規則第２７号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

第３条 条例第２５条において読み替えて準用する

職員給与条例第２７条第１項後段の教育委員会規

則で定める教職員は、次に掲げる教職員とし、こ

れらの教職員には、期末手当を支給しない。 

第３条 条例第２５条において読み替えて準用する

職員給与条例第２７条第１項後段の教育委員会規

則で定める教職員は、次に掲げる教職員とし、こ

れらの教職員には、期末手当を支給しない。 

 その退職し、又は死亡した日において前条

各号のいずれかに該当する教職員であった者 

 その退職し、若しくは失職し、又は死亡し

た日において前条各号のいずれかに該当する

教職員であった者 

 その退職の後基準日までの間において条例の

適用を受ける教職員又は条例の適用を受けない

市費支弁の常勤の職員（法第２８条の４第１項

若しくは第２８条の５第１項又は第２８条の６

第１項若しくは第２項の規定により採用された

職員（第２４条において「再任用教職員」とい

う。）で法第２８条の５第１項に規定する短時

間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間

勤務職員」という。）、さいたま市一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（

平成２１年さいたま市条例第３５号）第８条に

規定する任期付短時間勤務職員（第９条第１項

第１号において「任期付短時間勤務職員」とい

う。）その他市教育委員会（以下「委員会」と

いう。）の定める職員を含む。）となった者 

 その退職又は失職の後基準日までの間におい

て条例の適用を受ける教職員又は条例の適用を

受けない市費支弁の常勤の職員（臨時の職員を

除く。）若しくは非常勤の職員（法第２８条の

４第１項若しくは第２８条の５第１項又は第２

８条の６第１項若しくは第２項の規定により採

用された職員（第２４条において「再任用教職

員」という。）で法第２８条の５第１項に規定

する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任

用短時間勤務職員」という。）、さいたま市一

般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例（平成２１年さいたま市条例第３５号）

第８条に規定する任期付短時間勤務職員（第９

条第１項第１号において「任期付短時間勤務職

員」という。）その他市教育委員会（以下「委

員会」という。）の定める職員に限る。）とな

った者 

 その退職に引き続き次に掲げる者（非常勤の

職員にあっては、再任用短時間勤務職員、育児

休業法第１８条第１項に規定する短時間勤務職

員（以下「短時間勤務職員」という。）その他

委員会の定める職員に限る。）となった者 

 その退職に引き続き次に掲げる者（臨時の職

員を除き、非常勤の職員にあっては、再任用短

時間勤務職員、育児休業法第１８条第１項に規

定する短時間勤務職員（以下「短時間勤務職員

」という。）その他委員会の定める職員に限

る。）となった者 

 ア 国又は他の地方公共団体（第９条第１項第  ア 国又は他の地方公共団体（第９条第１項第



５号において「国等」という。）の職員（委員

会の定める者に限る。） 

４号において「国等」という。）の職員（委員

会の定める者に限る。） 

 イ 公庫等の役職員（さいたま市教職員退職手

当条例（平成２９年さいたま市条例第２２号）

第１８条第５項第４号に規定する特定一般地方

独立行政法人等職員又は同条例第２２条第１項

に規定する特定一般地方独立行政法人役員のう

ち委員会の定める者をいう。第９条第１項第３

号において同じ。） 

 イ 公庫等の役職員（さいたま市教職員退職手

当条例（平成２９年さいたま市条例第２２号）

第１８条第５項第４号に規定する特定一般地方

独立行政法人等職員又は同条例第２２条第１項

に規定する特定一般地方独立行政法人役員のう

ち委員会の定める者をいう。第９条第１項第２

号において同じ。） 

 ウ 公益的法人等派遣条例第１２条第１号に規

定する退職派遣者（第９条第１項第４号におい

て「退職派遣者」という。） 

 ウ 公益的法人等派遣条例第１２条第１号に規

定する退職派遣者（第９条第１項第３号におい

て「退職派遣者」という。） 

第５条 基準日前１月以内において条例の適用を受

ける教職員としての退職が２回以上ある者につい

て前２条の規定を適用する場合には、基準日に最

も近い日の退職のみをもって、当該退職とする。

第５条 基準日前１月以内において条例の適用を受

ける常勤の教職員、再任用短時間勤務職員又は短

時間勤務職員としての退職が２回以上ある者につ

いて前２条の規定を適用する場合には、基準日に

最も近い日の退職のみをもって、当該退職とす

る。 

第９条 基準日以前６月以内の期間において、次に

掲げる者が条例の適用を受ける教職員となった場

合（第３号、第４号又は第５号に掲げる者にあっ

ては、引き続き条例の適用を受ける教職員となっ

た場合に限る。）は、その期間内においてそれら

の者として在職した期間（第２号に掲げる者とし

て在職した期間にあっては、週当たりの通常の勤

務時間が１５時間３０分以上である職員として在

職した期間に限る。）は、前条第１項の在職期間

に算入する。 

第９条 基準日以前６月以内の期間において、次に

掲げる者が条例の適用を受ける教職員となった場

合（第２号、第３号又は第４号に掲げる者にあっ

ては、引き続き条例の適用を受ける教職員となっ

た場合に限る。）は、その期間内においてそれら

の者として在職した期間は、前条第１項の在職期

間に算入する。 

 条例の適用を受けない市費支弁の常勤の職員

（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員を含む。） 

 条例の適用を受けない市費支弁の常勤の職員

及び非常勤の職員（再任用短時間勤務職員及び

任期付短時間勤務職員に限る。） 

 市費支弁の会計年度任用職員（法第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。

） 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

第１９条 条例第２６条において読み替えて準用す

る職員給与条例第３０条第１項後段の教育委員会

規則で定める教職員は、次に掲げる教職員とし、

これらの教職員には勤勉手当を支給しない。  

第１９条 条例第２６条において読み替えて準用す

る職員給与条例第３０条第１項後段の教育委員会

規則で定める教職員は、次に掲げる教職員とし、

これらの教職員には勤勉手当を支給しない。 

 その退職し、又は死亡した日において前条各

号のいずれかに該当する教職員であった者

 その退職し、若しくは失職し、又は死亡した

日において前条各号のいずれかに該当する教職

員であった者 

 ［略］   ［略］ 



２ ［略］ ２ ［略］ 

第２３条 基準日以前６月以内の期間において、 

第９条第１項第１号、第３号、第４号又は第５号

に掲げる者が条例の適用を受ける職員となった場

合（同項第４号又は第５号に掲げる者にあっては、

引き続き条例の適用を受ける職員となった場合に

限る。）は、その期間内においてそれらの者とし

て在職した期間は、前条第１項の勤務期間に算入

する。 

第２３条 第９条第１項の規定は、前条に規定する

条例の適用を受ける職員として在職した期間の 

算定について準用する。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第３条第１号の改正、同条

第２号の改正（「又は失職」を削る部分に限る。）及び第１９条第１項第１号の改正

は、令和元年１２月１４日から施行する。 



さいたま市教育員委員会規則第３１号 

教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則 

 教職員の失業者の退職手当支給規則（平成２９年さいたま市教育委員会規則第３１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （条例第２４条においてその例によることとされ

る職員退職手当条例第１６条第１項に規定する委

員会が定める者） 

 （条例第２４条においてその例によることとされ

る職員退職手当条例第１６条第１項に規定する委

員会が定める者） 

第７条 条例第２４条においてその例によることと

される職員退職手当条例第１６条第１項に規定す

る委員会が定める者は、次のとおりとする。  

第７条 条例第２４条においてその例によることと

される職員退職手当条例第１６条第１項に規定す

る委員会が定める者は、次のとおりとする。 

・  ［略］   ・  ［略］ 

 地方公務員法第２８条第４項の規定による失

職（同法第１６条第１号に該当する場合に限る。

）又はこれに準ずる退職をした者 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 （受給期間延長の申出）  （受給期間延長の申出） 

第９条 ［略］ 第９条 ［略］ 

２ 前項に規定する申出は、条例第２４条において

その例によることとされる職員退職手当条例第１

６条第１項に規定する理由に該当するに至った日

の翌日から、基本手当に相当する退職手当の支給

を受ける資格に係る退職の日の翌日から起算して

４年を経過する日までの間（同項の規定により加

算された期間が４年に満たない場合は、当該期間

の最後の日までの間）にしなければならない。た

だし、天災その他申出をしなかったことについて

やむを得ない理由があるときは、この限りでな

い。 

２ 前項に規定する申出は、条例第２４条において

その例によることとされる職員退職手当条例第１

６条第１項に規定する理由に該当するに至った日

の翌日から起算して１月以内にしなければならな

い。ただし、天災その他申出をしなかったことに

ついてやむを得ない理由があるときは、この限り

でない。 

３～６ ［略］  ３～６ ［略］ 

附 則 



 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年１２月１４日から施行する。ただし、第９条第２項の改正

は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の日前に退職した者がこの規則による改正前の教職員の失業者の

退職手当支給規則第７条第３号に掲げる者に該当する場合には、この規則による改

正後の教職員の失業者の退職手当支給規則第７条に規定するさいたま市教職員退職

手当条例第２４条においてその例によることとされる職員退職手当条例第１６条第

１項に規定する委員会が定める者とみなす。 

３ この規則による改正後の教職員の失業者の退職手当支給規則第９条第２項の規定

は、同規則第４条第１項に規定する基本手当に相当する退職手当の支給を受ける資

格に係る退職の日の翌日から起算して４年を経過する日が公布日以後にある者から

の申出について適用し、当該退職の日の翌日から起算して４年を経過する日が公布

日前にある者からの申出については、なお従前の例による。 



さいたま市教育委員会規則第３２号 

さいたま市教職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規則 

 さいたま市教職員の住居手当に関する規則（平成２９年さいたま市教育委員会規則

第２０号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（権衡教職員の範囲) （権衡教職員の範囲) 

第４条 条例第１５条において読み替えて準用する

職員給与条例第１４条第１項第２号の教育委員会

規則で定める教職員は、さいたま市教職員の単身

赴任手当に関する規則（平成２９年さいたま市教

育委員会規則第２２号）第５条第３項に該当する

教職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又

は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定によ

り採用された教職員を除く。）で、同項第２号に

規定する満１８歳に達する日以後の最初の３月３

１日までの間にある子が居住するための住宅とし

て、同号に規定する異動（条例の適用を受けない

市費支弁の常勤の職員、国若しくは他の地方公共

団体の職員又は同規則第５条第１項に規定する者

から引き続き給料表の適用を受ける教職員となっ

た者にあっては当該適用、外国の地方公共団体の

機関等に派遣されるさいたま市職員の処遇等に関

する条例（平成１３年さいたま市条例第３０４号

）第２条第１項の規定による派遣から職務に復帰

した教職員又はさいたま市教員の休職の事由等に

関する条例（平成２９年さいたま市条例第２０号

）第３条第１項の規定による休職から復職した教

職員にあっては当該復帰又は復職）の直前の住居

であった住宅（有料宿舎及び前条に規定する住宅

を除く。）又はこれに準じるものとして委員会の

定める住宅を借り受け、月額１万６，０００円を

超える家賃を支払っているものとする。 

第４条 条例第１５条において読み替えて準用する

職員給与条例第１４条第１項第２号の教育委員会

規則で定める教職員は、さいたま市教職員の単身

赴任手当に関する規則（平成２９年さいたま市教

育委員会規則第２２号）第５条第３項に該当する

教職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又

は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定によ

り採用された教職員を除く。）で、同項第２号に

規定する満１８歳に達する日以後の最初の３月３

１日までの間にある子が居住するための住宅とし

て、同号に規定する異動（条例の適用を受けない

市費支弁の常勤の職員、国若しくは他の地方公共

団体の職員又は同規則第５条第１項に規定する者

から引き続き給料表の適用を受ける教職員となっ

た者にあっては当該適用、外国の地方公共団体の

機関等に派遣されるさいたま市職員の処遇等に関

する条例（平成１３年さいたま市条例第３０４号

）第２条第１項の規定による派遣から職務に復帰

した教職員又はさいたま市教員の休職の事由等に

関する条例（平成２９年さいたま市条例第２０号

）第３条第１項の規定による休職から復職した教

職員にあっては当該復帰又は復職）の直前の住居

であった住宅（有料宿舎及び前条に規定する住宅

を除く。）又はこれに準じるものとして委員会の

定める住宅を借り受け、月額１万２，０００円を

超える家賃を支払っているものとする。 

附 則 



この規則は、令和２年４月１日から施行する。 



さいたま市教育委員会規則第３３号 

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

第１条 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２９年さいた

ま市教育委員会規則第２７号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」

と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとす

る。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（勤勉手当の成績率） （勤勉手当の成績率） 

第２４条 成績率は、次の各号に掲げる教職員の区

分に応じ、当該各号に定める割合の範囲内で、委

員会が定めるものとする。 

第２４条 成績率は、次の各号に掲げる教職員の区

分に応じ、当該各号に定める割合の範囲内で、委

員会が定めるものとする。 

 次号に掲げる教育職員以外の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の１

０２．５（条例第２５条において読み替えて

準用する職員給与条例第２７条第２項に規定

する特定管理教育職員（以下この号及び次号

において「特定管理教育職員」という。）に

あっては、１００分の１２２．５） 

イ ［略］ 

 次号に掲げる教育職員以外の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

７．５（条例第２５条において読み替えて準

用する職員給与条例第２７条第２項に規定す

る特定管理教育職員（以下この号及び次号に

おいて「特定管理教育職員」という。）にあ

っては、１００分の１１７．５） 

イ ［略］ 

 高等学校又は中等教育学校の教育職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

７．５（特定管理教育職員にあっては、１０

０分の１２７．５） 

イ ［略］ 

 高等学校又は中等教育学校の教育職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

２．５（特定管理教育職員にあっては、１０

０分の１２２．５） 

イ ［略］ 

第２条 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を次のように

改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」

と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとす

る。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を



当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（勤勉手当の成績率） （勤勉手当の成績率） 

第２４条 成績率は、次の各号に掲げる教職員の区

分に応じ、当該各号に定める割合の範囲内で、委

員会が定めるものとする。 

第２４条 成績率は、次の各号に掲げる教職員の区

分に応じ、当該各号に定める割合の範囲内で、委

員会が定めるものとする。 

 次号に掲げる教育職員以外の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の１

００（条例第２５条において読み替えて準用

する職員給与条例第２７条第２項に規定する

特定管理教育職員（以下この号及び次号にお

いて「特定管理教育職員」という。）にあっ

ては、１００分の１２０） 

イ ［略］ 

 次号に掲げる教育職員以外の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の１

０２．５（条例第２５条において読み替えて

準用する職員給与条例第２７条第２項に規定

する特定管理教育職員（以下この号及び次号

において「特定管理教育職員」という。）に

あっては、１００分の１２２．５） 

イ ［略］ 

 高等学校又は中等教育学校の教育職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

５（特定管理教育職員にあっては、１００分

の１２５） 

イ ［略］ 

 高等学校又は中等教育学校の教育職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

７．５（特定管理教育職員にあっては、１０

０分の１２７．５） 

イ ［略］ 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和２年４月１

日から施行する。 

 （適用） 

２ 第１条の規定による改正後のさいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する

規則第２４条の規定は、令和元年１２月１日から適用する。 


